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担当地域の高齢者の相談窓口として周知を図っている。学区社協主催の健康すこやか学級や地
域の方々が集まるイベント（祭り、運動会、防災訓練等）には積極的に参加している（令和７
年度は自主事業であるラジオ体操などを含め２７７回活動）。全戸訪問事業については、実態
把握が困難な高齢者については、消防や地域役員と共に訪問し、訪問率の向上、早期発見対応
につながるよう取り組みをすすめた。また、地域と住民、地域と福祉事業所がつながれるよう
意識した活動を展開した。その他、地区医師会、歯科医師会、薬剤師会との連携を通じ、医療
と福祉の顔の見える関係づくりにも努めている。

令和７年度指定管理業務に関する事業報告書（地域包括支援センター）

センター名
下京・東部地域包括支援セン
ター

【営業時間と勤務体制】
月曜から金曜日の９時～１７時まで営業（休業日：土・日・祝日、年末年始）
※休業日は、事務所に設置された留守番電話からの転送で要件に対応し、２４時間体制を確保
している。
【サービス向上の主な取り組み】
地域高齢者からの相談に対しては、相談記録を作成し、職員間で共有後に対応を行う。支援困
難事例については、個々の職員で判断せず、毎朝のミーティングに職員全員で検討し、援助の
方針や対応を決定している。相談者の情報は、総合相談、権利擁護、介護保険関係等すべての
相談者の情報をパソコンでリスト化し、一元的に管理している。また、介護予防支援事業の実
施にあたり、全職員が「自主点検表」を用い、介護予防支援のプロセスや法令順守の確認を
行っている。

【職員体制】
センター長１名（主任介護支援専門員と兼務）
保健師１名
社会福祉士２名

第３者への委託は行っていない。

⑴　介護予防支援給付対象者数（実績値）

⑵　相談延べ件数（実績値）
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ア　令和7年度収入状況（単位：円）

イ　令和6年度支出状況（単位：円）

　　６　施設の利用者満足度の把握

　 ⑴　利用者満足度の把握状況

　 ⑵　利用者満足度把握の結果

 　⑶　意見等への主な対応状況

　　7　評価（指定管理者自己評価）

その他 454,470

⑶　収支実績

委託料 21,514,100

介護保険収入 8,661,291

収入計 30,629,861

人件費 25,944,368

事業費 81,849

委託費 1,848,118

小額修繕費 19,600

その他 983,832

令和7年度は、京都市の圏域見直しにより有隣学区が新たに担当区域として追加された。
当該地域はマンションなどの集合住宅が多く、あらゆる世代で単身化が進んでいる。一方で、社
会の仕組みは依然として家族・親族による自助を前提としている部分が多く、この齟齬が単身生
活の困難さを生む一因となっている。さまざまなケースの支援を通じて、この課題が顕在化して
おり、地域包括支援センターに求められる役割はますます大きくなっていると感じる。

また、障害のある方自身の高齢化や、障害のある子と同居する高齢家族の増加など、高齢分野と
障害分野の連携が不可欠な事例も多く見られた。こうした状況を踏まえ、障害分野の相談支援事
業所と合同研修会を開催し、両分野の連携体制の強化を図った。特に、障害施策から高齢施策へ
切り替わる際に生じやすい「65歳問題」について課題を共有し、制度のはざまで支援が途切れな
いよう、共通理解を深める機会となった。

さらに、崇仁すくすくセンタープロジェクトへの協力や、学生と地域をつなぐ取り組みにも積極
的に参画し、地域課題を常に意識しながら活動を展開してきた。

また、同和問題など人権研修などにも積極的に参加し、支援者としての視点や姿勢を深める貴重
な機会を得ることができた一年であった。

支出計 28,877,767

介護保険サービス利用者についてのアンケート実施

介護保険サービス利用者に対して行った利用者アンケート（回収率84 ％）では、相談員に必要な
相談を出来ているかなどの内容について、96％近くの方が「満足である」とのご意見であった。
また、毎月ご自宅やサービス事業所への訪問、電話等にてモニタリングを行い、サービス利用や
その方の生活状況の確認を行っている。その際に地域包括支援センターへの希望や意見なども適
宜伺うようにしている。

ご利用者から意見や要望があった場合には「意見・要望など連絡票」を作成し、全職員にて内容
を検討し、結果をご本人に返答させていただいている。


